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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と、当該端末と通信可能に接続され
たサーバとを有する商品販売支援システムにおいて、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　前記端末に、該端末を操作する営業員が顧客に商品を販売した履歴として、顧客の情報
と、当該顧客に販売した商品を示す情報と、当該商品のカテゴリを示す情報と、販売時に
当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設定されていた該カテゴリの商品
の販売可否を示す情報とを表示させる販売履歴表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の商品販売支援システムにおいて、
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　前記販売可否設定手段は、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融資産額を割り当てた
軸に加えて、投資に関する顧客の特性を特徴付ける他の顧客特性を割り当てた軸を更に有
する三次元以上のマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示させ、マトリクスの各マス
に対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販売不可又は条件付きで販売
可の設定を受け付ける、
　ことを特徴とする商品販売支援システム。
【請求項３】
　顧客に商品を販売する営業員又は当該営業員の管理者により操作される端末と、当該端
末と通信可能に接続されたサーバとを有する商品販売支援システムにおいて、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　前記端末に、該端末を操作する管理者による管理対象の営業員が顧客に商品を販売した
履歴として、営業員の情報と、当該営業員が商品を販売した顧客の情報及び当該商品の情
報と、当該商品のカテゴリを示す情報と、販売時に当該顧客の年齢及び金融資産額に対応
する客層に対して設定されていた該カテゴリの商品の販売可否を示す情報とを表示させる
販売履歴表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援システム。
【請求項４】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と、当該端末と通信可能に接続され
たサーバとを有する商品販売支援システムにおいて、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援システム。
【請求項５】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と、当該端末と通信可能に接続され
たサーバとにより実施される商品販売支援方法において、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理し、
　前記端末に、顧客の情報を表示させる際に、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する
客層に対して設定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付き
で販売可のカテゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させ、
　前記端末に、該端末を操作する営業員が顧客に商品を販売した履歴を表示させる際に、
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顧客の情報と、当該顧客に販売した商品を示す情報と共に、当該商品のカテゴリを示す情
報と、販売時に当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設定されていた該
カテゴリの商品の販売可否を示す情報とを表示させる、
　ことを特徴とする商品販売支援方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の商品販売支援方法において、
　前記サーバは、
　前記設定画面として、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融資産額を割り当てた軸に
加えて、投資に関する顧客の特性を特徴付ける他の顧客特性を割り当てた軸を更に有する
三次元以上のマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示させ、マトリクスの各マスに対
応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販売不可又は条件付きで販売可の
設定を受け付ける、
　ことを特徴とする商品販売支援方法。
【請求項７】
　顧客に商品を販売する営業員又は当該営業員の管理者により操作される端末と、当該端
末と通信可能に接続されたサーバとにより実施される商品販売支援方法において、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理し、
　前記端末に、顧客の情報を表示させる際に、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する
客層に対して設定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付き
で販売可のカテゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させ、
　前記端末に、該端末を操作する管理者による管理対象の営業員が顧客に商品を販売した
履歴を表示させる際に、営業員の情報と、当該営業員が商品を販売した顧客の情報及び当
該商品の情報と共に、当該商品のカテゴリを示す情報と、販売時に当該顧客の年齢及び金
融資産額に対応する客層に対して設定されていた該カテゴリの商品の販売可否を示す情報
とを表示させる、
　ことを特徴とする商品販売支援方法。
【請求項８】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と、当該端末と通信可能に接続され
たサーバとを有する商品販売支援システムにおいて、
　前記サーバは、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理し、
　前記端末に、顧客の情報を表示させる際に、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する
客層に対して設定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付き
で販売可のカテゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる、
　ことを特徴とする商品販売支援方法。
【請求項９】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と通信可能に接続された商品販売支
援装置において、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
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売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　前記端末に、該端末を操作する営業員が顧客に商品を販売した履歴として、顧客の情報
と、当該顧客に販売した商品を示す情報と、当該商品のカテゴリを示す情報と、販売時に
当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設定されていた該カテゴリの商品
の販売可否を示す情報とを表示させる販売履歴表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の商品販売支援装置において、
　前記販売可否設定手段は、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融資産額を割り当てた
軸に加えて、投資に関する顧客の特性を特徴付ける他の顧客特性を割り当てた軸を更に有
する三次元以上のマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示させ、マトリクスの各マス
に対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販売不可又は条件付きで販売
可の設定を受け付ける、
　ことを特徴とする商品販売支援装置。
【請求項１１】
　顧客に商品を販売する営業員又は当該営業員の管理者により操作される端末と通信可能
に接続された商品販売支援装置において、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　前記端末に、該端末を操作する管理者による管理対象の営業員が顧客に商品を販売した
履歴として、営業員の情報と、当該営業員が商品を販売した顧客の情報及び当該商品の情
報と、当該商品のカテゴリを示す情報と、販売時に当該顧客の年齢及び金融資産額に対応
する客層に対して設定されていた該カテゴリの商品の販売可否を示す情報とを表示させる
販売履歴表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援装置。
【請求項１２】
　顧客に商品を販売する営業員により操作される端末と通信可能に接続された商品販売支
援装置において、
　商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分したマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示
させ、マトリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可、販
売不可又は条件付きで販売可の設定を受け付けて、客層別に各カテゴリの商品の販売可否
を示す情報を管理する販売可否設定手段と、
　前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢及び金融資産額に対応する客層に対して設
定された各カテゴリの商品の販売可否を示す情報と、販売可又は条件付きで販売可のカテ
ゴリに含まれる商品を示す情報とを表示させる顧客情報表示手段と、
　を備えたことを特徴とする商品販売支援装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、営業員が顧客に商品を販売する業務を支援する商品販売支援システム、商品
販売支援方法及び商品販売支援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　営業員が顧客に商品を販売する業務（例えば、金融商品を販売する証券会社の業務）の
支援に関し、これまでに種々の発明が提案されている。
　例えば、特許文献１には、個々の金融機関の実情に合った銘柄分類を登録することによ
り、夫々の金融機関で扱う銘柄分類毎に証券情報の検索・集計をできるようにした発明が
提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－３１９８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　営業員は、商品の販売前後に各種のチェック（例えば、コンプライアンスの観点に基づ
くチェック）を行っている。商品販売前のチェックでは、例えば、顧客情報画面に顧客の
年齢、金融資産額等の情報を表示し、これらの情報を基にして、営業員自身が、商品一覧
の中から顧客に販売可能な商品を探していた。また、商品販売後のチェックでは、例えば
、販売履歴一覧画面に顧客の年齢や金融資産額、商品名等の情報を表示し、これらの情報
を基にして、営業員自身が、販売した商品がその顧客に売ってよいものであったかを判断
していた。
　上記の手法では、営業員自身がチェックを行うため、新人などの慣れていない営業員は
判断に時間が掛かってしまう。また、年齢や金融資産額以外に投資経験や目的、資金の性
格などが条件に加わる場合は、条件が複雑になり、判断に時間が掛かるだけでなく、判断
に誤りが発生し易くなる。
【０００５】
　本発明は、上記のような従来の事情に鑑みて為されたものであり、営業員による商品の
販売前後のチェックを効果的に支援する技術を提案することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的を達成するために、本発明では、顧客に商品を販売する営業員（又は当該営
業員の管理者）により操作される端末と、当該端末と通信可能に接続されたサーバ（商品
販売支援装置）とを有する商品販売支援システムを、以下のように構成した。
【０００７】
　すなわち、商品販売支援システムのサーバに、商品をリスクの高低で分類したカテゴリ
毎に、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融資産額を割り当てた軸とをそれぞれ区分し
たマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示させ、マトリクスの各マスに対応する客層
単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可否の設定を受け付ける販売可否設定手段を設け
た。
　これにより、営業員は、商品のカテゴリ（リスクの度合い）毎に、顧客の年齢及び金融
資産額を一目で把握可能なマトリクス形式の設定画面により、顧客の年齢及び金融資産額
に応じた客層単位で商品の販売可否を設定することができ、商品の販売可否の設定を簡易
且つ正確に行える。
【０００８】
　また、商品販売支援システムのサーバに、前記端末に、顧客の情報と、当該顧客の年齢
及び金融資産額に対応する客層に対して商品を販売可能と設定されたカテゴリを示す情報
とを表示させる顧客情報表示手段を設けた。
　これにより、営業員は、顧客に商品を販売する前のチェックにおいて、顧客に販売可能
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な商品のカテゴリを把握することができ、顧客に販売すべきでない商品を販売してしまう
ことを防止できる。
【０００９】
　また、商品販売支援システムのサーバに、前記端末に、該端末を操作する営業員が顧客
に商品を販売した履歴として、顧客の情報と、当該顧客に販売した商品を示す情報と、当
該商品のカテゴリを示す情報とを表示させる販売履歴表示手段を設けた。
　これにより、営業員は、顧客に商品を販売した後のチェックにおいて、顧客に販売した
商品のカテゴリ（リスクの度合い）を把握することができ、顧客に販売した商品が妥当で
あったかを容易にチェックすることができる。
【００１０】
　ここで、販売可否設定手段は、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融資産額を割り当
てた軸に加えて、投資に関する顧客の特性を特徴付ける他の顧客特性を割り当てた軸を更
に有する三次元以上のマトリクス形式の設定画面を前記端末に表示させ、マトリクスの各
マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可否の設定を受け付けるよう
にしてもよい。
　これにより、投資に関する顧客の特性をより細やかに条件付けした上で、商品のカテゴ
リ毎の販売可否を設定することができる。
【００１１】
　また、販売履歴表示手段は、前記端末に、該端末を操作する管理者による管理対象の営
業員が顧客に商品を販売した履歴として、営業員の情報と、当該営業員が商品を販売した
顧客の情報及び当該商品の情報と、当該商品のカテゴリにおいて当該顧客の年齢及び金融
資産額に対応する客層に対して設定された商品の販売可否を示す情報とを表示させるよう
にしてもよい。
　これにより、営業員の管理者は、管理対象の営業員が顧客に商品を販売した後のチェッ
クにおいて、妥当でない商品を顧客に販売した営業員の有無を容易にチェックすることが
できる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、商品のカテゴリ（リスクの度合い）毎に、顧客の年齢及び金融資産額
を一目で把握可能なマトリクス形式の設定画面により、顧客の年齢及び金融資産額に応じ
て商品の販売可否を設定することができ、商品のカテゴリ毎の販売可否を簡易且つ正確に
設定できる。また、顧客に商品を販売する前後のチェックを素早く且つ的確に行える。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の一実施形態に係る商品販売支援システムの機能ブロックの例を示す図で
ある。
【図２】顧客情報テーブルの例を示す図である。
【図３】金融資産区分の例を示す図である。
【図４】商品テーブルの例を示す図である。
【図５】マトリクス属性値の例を示す図である。
【図６】マトリクス形式による販売可否の設定の例を示す図である。
【図７】マトリクステーブルの例を示す図である。
【図８】マトリクステーブルの設定内容を顧客情報テーブルに反映させる様子を示す図で
ある。
【図９】顧客情報画面及び販売可能商品表示画面の例を示す図である。
【図１０】顧客に販売可（条件付きで販売可を含む）の商品を検索する様子を示す図であ
る。
【図１１】販売履歴画面の例を示す図である。
【図１２】販売履歴テーブルの例を示す図である。
【図１３】商品の販売可否の設定に係る処理フローの例を示す図である。
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【図１４】商品の販売前のチェックに係る処理フローの例を示す図である。
【図１５】商品の販売後のチェックに係る処理フローの例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の一実施形態について、図面を参照して説明する。
　図１には、本発明の一実施形態に係る商品販売支援システムの機能ブロックの例を示し
てある。
　本例の商品販売支援システムは、顧客情報を管理するＣＲＭ（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ　Ｒｅ
ｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）システムであり、管理サーバ（本発明に
係る商品販売支援装置の一例）１と、管理サーバ１にネットワーク２を介して接続された
複数の端末３とを有している。
【００１５】
　管理サーバ１は、商品（例えば、金融商品）をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に、
顧客の年齢及び金融資産額を一目で把握可能なマトリクス形式の設定画面により商品の販
売可否を設定する機能や、当該設定の内容に基づいて、顧客に商品を販売する前後に当該
顧客に対する商品のリスクを確認する機能を、端末３のユーザである営業員（或いはその
管理者）に提供するものである。
【００１６】
　本例の管理サーバ１は、各種のデータを管理するデータベース１０と、データベース１
０にアクセスして各種の処理を行うデータ処理部２０と、を備えている。
　データベース１０は、顧客毎にその顧客に関する各種の情報を格納した顧客データを保
持する顧客情報テーブル１１と、商品毎にその商品に関する各種の情報を格納した商品デ
ータを保持する商品テーブル１２と、顧客の客層毎に商品のカテゴリ別の販売可否の情報
を格納したマトリクスデータを保持するマトリクステーブル１３と、商品を販売した実績
毎にその販売履歴の情報を格納した販売履歴データを保持する販売履歴テーブル１４と、
を有する。
【００１７】
　また、データ処理部２０は、端末３のユーザから商品の販売可否の設定を受け付けて、
その設定内容をマトリクステーブル１３等に格納する販売可否設定処理部２１と、顧客情
報テーブル１１等に基づいて、端末３のユーザに顧客の情報を提供する顧客情報表示処理
部２２と、販売履歴テーブル１４等に基づいて、端末３のユーザに商品の販売履歴の情報
を提供する販売履歴表示処理部２３と、を有する。
【００１８】
　顧客情報テーブル１１に格納される顧客データは、図２や図８に示すように、「顧客コ
ード」（顧客を識別する情報）、「顧客名」、「生年月日」、「金融資産区分」、「年齢
」、「投資経験」、「投資目的」、「資金の性格」、「マトリクス属性」、「カテゴリ１
」～「カテゴリＮ」（Ｎはカテゴリの数）等の項目を有する。
　ここで、「生年月日」、「金融資産区分」、「年齢」、「投資経験」、「投資目的」、
「資金の性格」は、投資に関する顧客の特性を特徴付ける顧客特性である。また、「金融
資産区分」は、顧客の金融資産額の多寡を表す区分であり、本例では、図３に示すように
、金融資産額を８つに範囲分けしてその額が少ない方から順に割り当てられた‘０１’～
‘０８’のコード値のいずれかが、その顧客の金融資産額に応じて格納される。
　なお、「マトリクス属性」、「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」については、後ほど説明
する。
【００１９】
　商品テーブル１２に格納される商品データは、図４に示すように、「商品コード」（商
品を識別する情報）、「商品名」、「カテゴリ」等の項目を有する。
　ここで、「カテゴリ」は、商品のリスクを表す情報であり、本例では、商品をリスクの
高低で４つに分類してリスクの度合いが低い方から順に割り当てられた‘１’～‘４’の
コード値のいずれかが、その商品のリスクに応じて格納される。
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【００２０】
　マトリクステーブル１３に格納されるマトリクスデータは、図７に示すように、「マト
リクス属性」、「金融資産区分（ＦＲＯＭ）」、「金融資産区分（ＴＯ）」、「年齢（Ｆ
ＲＯＭ）」、「年齢（ＴＯ）」、「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」等の項目を有する。
　「マトリクス属性」は、年齢及び金融資産額に応じて顧客を分類した客層を識別する情
報である。本例では、図５に示すように、横軸に年齢を割り当てて‘Ａ’～‘Ｆ’の６段
階に区分し、縦軸に金融資産額を割り当てて‘Ｉ’～‘Ｖ’の５段階に区分したマトリク
スを作成して客層を分類し、当該マトリクスの各マス（セル）に、その客層を識別するマ
トリクス属性を割り当てている。なお、横軸に金融資産区分を割り当て、縦軸に年齢を割
り当てたマトリクスを作成しても構わない。
　「金融資産区分（ＦＲＯＭ）」と「金融資産区分（ＴＯ）」は、マトリクス属性で特定
される客層の金融資産額の範囲を示すものであり、当該範囲の下限の金融資産区分と上限
の金融資産区分がそれぞれ格納される。
　「年齢（ＦＲＯＭ）」と「年齢（ＴＯ）」は、マトリクス属性で特定される客層の年齢
の範囲を示すものであり、当該範囲の下限の年齢と上限の年齢がそれぞれ格納される。
　「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」は、マトリクス属性で特定される客層に対してカテゴ
リ毎に設定された商品の販売可否の情報が格納される。本例では、商品の販売可否の情報
として、販売不可を示す‘０’、条件付きで販売可を示す‘１’、販売可を示す‘２’の
いずれかのフラグ値が格納される。条件付きで販売可は、販売に親権者の同意が必要な場
合や、やむを得ない事情によって販売に支店長の承認が必要な場合などが該当する。
【００２１】
　販売履歴テーブル１４に格納される販売履歴データは、図１２に示すように、「販売年
月日」、「顧客コード」、「商品コード」、「販売時カテゴリ１」～「販売時カテゴリＮ
」等の項目を有する。
　ここで、「販売時カテゴリ１」～「販売時カテゴリＮ」は、商品の販売当時の顧客情報
テーブル１１に設定されていた「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」を取得して、転記したも
のである（図１２の（１）参照）。これにより、歳月が経って顧客の年齢が変わった場合
でも、商品を販売した当時の当該顧客に対する販売可否を特定できる。
【００２２】
　販売可否設定処理部２１は、販売可否設定画面を端末３に表示させて、端末３のユーザ
から商品の販売可否の設定を受け付ける。販売可否設定画面は、図５に示したように、年
齢及び金融資産額に応じて顧客を分類した各客層を表すマトリクス上のマス単位で商品の
販売可否の設定を受け付ける画面であり、商品をリスクの高低で分類したカテゴリ毎に用
意されている。端末３のユーザは、カテゴリを順次切り替えて販売可否設定画面を呼び出
し、各カテゴリについて商品の販売可否の設定を行う。
　図６には、販売可否設定画面に商品の販売可否を設定した例を示してあり、販売不可を
示す‘０’、条件付きで販売可を示す‘１’、販売可を示す‘２’のいずれかのフラグ値
が、端末３のユーザの操作により設定されている。
【００２３】
　以上のような、年齢及び金融資産額に応じて顧客を分類した各客層を表すマトリクス形
式の設定画面により、年齢及び金融資産額を判定条件にして商品の販売可否の設定を受け
付ける機能を提供することで、端末３のユーザは、商品のカテゴリ（リスクの度合い）毎
に、各客層の年齢及び金融資産額を把握しながら連続的に商品の販売可否を設定すること
ができ、商品の販売可否の設定を簡易且つ正確に行える。
【００２４】
　販売可否設定処理部２１は、カテゴリ毎の販売可否設定画面で商品の販売可否の設定を
受け付けると、その設定内容をマトリクステーブル１３に格納する。
　すなわち、各カテゴリの販売可否設定画面においてマトリクス上の同じマスに設定され
たそれぞれの情報（カテゴリ毎の商品の販売可否を示すフラグ値）が、そのマス（客層）
を識別するマトリクス属性が付された共通のマトリクスデータにおける「カテゴリ１」～
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「カテゴリＮ」の各項目に格納される。
【００２５】
　また、販売可否設定処理部２１は、マトリクステーブル１３の設定内容（各カテゴリに
ついて設定された商品の販売可否）を、顧客情報テーブル１１にも反映させる。
　図８には、マトリクステーブル１３の設定内容を顧客情報テーブル１１に反映させる様
子を示してある。
　まず、顧客情報テーブル１１に格納された顧客データの「生年月日」及び「金融資産区
分」を検索キーにしてマトリクステーブル１３を検索する（図８の（１）－１参照）。す
なわち、マトリクステーブル１３に格納された各マトリクスデータのうち、「年齢（ＦＲ
ＯＭ）」と「年齢（ＴＯ）」の範囲に検索キーの「生年月日」から算出される顧客の年齢
（処理時点の年齢）を含み、且つ、「金融資産区分（ＦＲＯＭ）」と「金融資産区分（Ｔ
Ｏ）」の範囲に検索キーの「金融資産区分」を含むものを検索する。
　次に、検索されたマトリクスデータにおける「マトリクス属性」、「カテゴリ１」～「
カテゴリＮ」の各値を、顧客データ（顧客情報テーブル１１）における同名の項目に転記
する（図８の（１）－２参照）。
【００２６】
　ここで、年齢及び金融資産額を判定条件にした商品の販売可否の設定は、全てのカテゴ
リについて行ってもよいが、カテゴリによっては、年齢や金融資産額以外の顧客特性を判
定条件にして商品の販売可否を設定した方が好ましい場合もあるため、そのようなカテゴ
リについては、別途、商品の販売可否の設定を行うようにしてもよい。
　なお、図８の例では、「カテゴリ１」～「カテゴリ３」については、上述したマトリク
ス形式の設定画面により、年齢及び金融資産額を判定条件にして商品の販売可否の設定を
行っており（図８の（１）参照）、「カテゴリ４」については、投資経験、投資目的、資
金の性格といった他の顧客特性を判定条件にして、別途、商品の販売可否の設定を行って
いる（図８の（２）参照）。
【００２７】
　本例では、年齢及び金融資産額以外の顧客特性を判定条件にした商品の販売可否の設定
を、判定条件に係る顧客特性に基づいて所定の設定規則により自動的に設定値を算出して
行うが、ユーザから商品の販売可否の設定を受け付けるようにしてもよい。また、年齢及
び金融資産額を判定条件にした商品の販売可否の設定を、ユーザからの指示ではなく、年
齢及び金融資産額に基づいて所定の設定規則により自動的に設定値を算出して行うように
してもよい。
【００２８】
　顧客情報表示処理部２２は、顧客情報テーブル１１に格納された顧客データ等に基づい
て、顧客情報画面や販売可能商品表示画面を端末３に表示させ、端末３のユーザに顧客の
情報や当該顧客に販売可能な商品及びそのカテゴリの情報を提供する。
【００２９】
　図９には、顧客情報画面及び販売可能商品表示画面の例を示してある。
　本例の顧客情報画面は、顧客の情報を表示する領域と、カテゴリ毎の販売可否の情報を
表示する領域と、販売可能商品表示画面の呼び出し操作を受け付ける操作子（販売可能商
品表示ボタン）とを有する。
　本例では、顧客の情報として、表示対象となる顧客データ（顧客情報テーブル１１）に
おける「顧客名」を表示するが、その表示に代えて（或いはその表示と共に）、「顧客コ
ード」等の顧客の特定に資する他の情報を表示してもよい。
　また、「生年月日」、「金融資産区分」、「投資経験」、「投資目的」、「資金の性格
」等の顧客特性を示す情報を併せて表示するようにしてもよい。
　また、カテゴリ毎の販売可否として、「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」の全てについて
、販売可（フラグ値＝‘０’）を示す“○”、条件付きで販売可（フラグ値＝‘１’）を
示す“△”、販売不可（フラグ値＝‘２’）を示す“×”を表示しているが、販売可又は
条件付きで販売可のもののみを表示するようにしてもよい。また、“○”、“△”、“×
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”といったマーク表示に代えて、“販売可”、“条件付きで販売可”、“販売不可”とい
った文字表示などの他の態様の表示を行ってもよいし、マーク表示や文字表示は色相や色
の濃度や明度を変えてもよい。
【００３０】
　本例の販売可能商品表示画面は、販売可及び条件付きで販売可の商品とそのカテゴリと
を一覧形式で表示する領域を有する。
　本例では、図１０に示すように、表示対象となる顧客データ（顧客情報テーブル１１）
における「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」のうち、販売可（フラグ＝‘２’）又は条件付
きで販売可（フラグ＝‘１’）が付されたカテゴリを特定して、これに該当する商品デー
タを商品テーブル１２から検索し、検索された商品データにおける「商品名」及び「カテ
ゴリ」を一覧形式で表示する。なお、「商品名」の表示に代えて（或いはその表示と共に
）、「商品コード」等の商品の特定に資する他の情報を表示してもよい。
【００３１】
　以上のように、顧客情報画面や販売可能商品表示画面を通じて顧客の情報や当該顧客に
販売可能な商品及びそのカテゴリの情報を端末３のユーザに提供することで、端末３のユ
ーザ（例えば、営業員）は、顧客に商品を販売する前のチェックにおいて、顧客に販売可
能な商品のカテゴリを把握することができ、顧客に販売すべきでない商品を販売してしま
うことを防止できる。
【００３２】
　販売履歴表示処理部２３は、販売履歴テーブル１４に格納された販売履歴データ等に基
づいて、販売履歴画面を端末３に表示させ、端末３のユーザに商品の販売履歴の情報を提
供する。
　図１１には、販売履歴画面の例を示してある。本例の販売履歴画面は、販売年月日、顧
客名、商品名等の販売履歴と、該商品のカテゴリと、該顧客に対する該カテゴリの商品の
販売可否とを一覧形式で表示する領域を有する。
　本例では、表示対象となる販売履歴データにおける「商品コード」と合致する商品デー
タを商品テーブル１２から検索し、検索した商品データの「カテゴリ」に対応する「販売
時カテゴリｎ」（「販売時カテゴリ１」～「販売時カテゴリＮ」のいずれか）を特定し、
特定した「販売時カテゴリｎ」に設定された販売可否の情報（‘０’、‘１’、‘２’の
フラグ値）を取得して、一覧表示における販売可否の表示に用いる（図１２の（２）参照
）。
【００３３】
　ここで、本例では、販売履歴テーブル１４の販売履歴データにおける「販売時カテゴリ
１」～「販売時カテゴリＮ」に、商品を販売した当時の販売可否の設定を保持しているの
で（図１２の（１）参照）、商品を販売した当時に当該顧客に対する商品の販売が妥当で
あったかを把握できる。
　なお、販売可否の表示は、“○”、“△”、“×”といったマーク表示や、“販売可”
、“条件付きで販売可”、“販売不可”といった文字表示など、種々の態様にて行うこと
ができる。また、販売不可の商品を販売している場合には、そのデータ部分の色を変えた
りして、ユーザに警告的に知らしめることが好ましい。
　また、上記で挙げた一覧表示の項目は一例に過ぎず、販売履歴に係る他の情報（該当す
る顧客データや商品データに設定された各種の情報）を一覧表示に加えてもよい。
【００３４】
　販売履歴表示処理部２３により提供される販売履歴画面は、端末３のユーザに応じて異
なる。すなわち、端末３のユーザが営業員の場合には、当該営業員が顧客に商品を販売し
た履歴が表示される。また、端末３のユーザが管理者の場合には、当該管理者による管理
対象の営業員が顧客に商品を販売した履歴が、その営業員を示す情報（営業員名や営業員
コード）と共に（対応付けて）表示される。
　このような、端末３のユーザに応じた表示は、販売履歴データに、顧客に商品を販売し
た営業員を示す情報として、「営業員コード」（営業員を識別する情報）を格納しておき
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、また、「営業員コード」に対し、その営業員を管理する管理者の「管理者コード」（管
理者を識別する情報）を紐付けしておき、端末３のユーザに応じた販売履歴データを検索
して販売履歴画面の表示に用いる構成とすることで、実現することができる。
【００３５】
　以上のように、販売履歴画面を通じて商品の販売履歴の情報を端末３のユーザに提供す
ることで、端末３のユーザ（例えば、営業員）は、顧客に商品を販売した後のチェックに
おいて、顧客に販売した商品のカテゴリ（リスクの度合い）を把握することができ、顧客
に販売した商品が妥当であったかを容易にチェックすることができる。また、端末３のユ
ーザ（例えば、営業員の管理者）は、管理対象の営業員が顧客に商品を販売した後のチェ
ックにおいて、妥当でない商品を顧客に販売した営業員の有無を容易にチェックすること
ができる。
【００３６】
　次に、本例の商品販売支援システムにおける処理の流れについて説明する。
　図１３には、商品の販売可否の設定に係る処理フローの例を示してある。この処理は、
販売可否設定処理部２１による制御の下で実行される。
　まず、顧客情報テーブル１１の準備を行う。すなわち、顧客情報テーブル１１に「生年
月日」及び「金融資産区分」のカラム（データ項目）が存在するか確認し（ステップＳ１
１）、存在しない場合には、顧客情報テーブル１１に「生年月日」及び「金融資産区分」
のカラムを追加し（ステップＳ１２）、当該追加したカラムに、各顧客の生年月日及び金
融資産区分のデータを登録しておく（ステップＳ１３）。また、顧客情報テーブル１１に
「マトリクス属性」、「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」のカラムを追加しておく（ステッ
プＳ１４）。
【００３７】
　次に、商品テーブル１２の準備とカテゴリの登録を行う。すなわち、商品テーブル１２
に「カテゴリ」のカラムを追加し（ステップＳ１５）、当該追加したカラムに、各商品が
属するカテゴリ（リスクの度合い）を示すコード値を設定しておく（ステップＳ１６）。
【００３８】
　次に、マトリクステーブル１３の作成の準備を行う。すなわち、横軸に年齢を割り当て
、縦軸に金融資産区分を割り当てたマトリクスを作成し（ステップＳ１７）、マトリクス
の各マス（セル）にＩＤ（マトリクス属性）を付与する（ステップＳ１８）。マトリクス
の作成は、年齢及び金融資産区分を条件とするカテゴリの数だけ行い（ステップＳ１９）
、各マトリクスについて、該当カテゴリに属する商品の販売可否を示すフラグ値の設定を
端末３のユーザから受け付ける（ステップＳ２０）。
【００３９】
　次に、マトリクステーブル１３の作成を行う。すなわち、複数のマトリクス（カテゴリ
毎のマトリクス）を１つのマトリクステーブル１３にまとめる（ステップＳ２１）。
　次に、顧客情報テーブル１１に商品の販売可否の情報（年齢及び金融資産区分を判定条
件としたもの）を登録する。すなわち、顧客情報テーブル１１の「生年月日」及び「金融
資産区分」に基づいてマトリクステーブル１３を検索して、該当するデータの「マトリク
ス属性」及び「カテゴリＸ」を取得し（ステップＳ２２）、当該取得した「マトリクス属
性」及び「カテゴリＸ」を顧客情報テーブル１１に登録する（ステップＳ２３）。ここで
、「カテゴリＸ」は、年齢及び金融資産区分を商品の販売可否に係る判定条件とした全て
のカテゴリを示す。
【００４０】
　次に、顧客情報テーブル１１に商品の販売可否の情報（年齢及び金融資産区分以外を判
定条件としたもの）を登録する。すなわち、年齢及び金融資産区分以外を判定条件として
商品の販売可否を設定するカテゴリが存在するかを調べ（ステップＳ２４）、該当するカ
テゴリについては、年齢及び金融資産区分以外の顧客特性を判定条件にして商品の販売可
否を算出し、顧客情報テーブル１１の「カテゴリＹ」に設定する（ステップＳ２５）。こ
こで、「カテゴリＹ」は、年齢及び金融資産区分以外を商品の販売可否に係る判定条件と
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した全てのカテゴリを示す。
【００４１】
　ステップＳ２２～Ｓ２５の処理は、日々のバッチ処理で実施される。すなわち、顧客情
報テーブル１１の「マトリクス属性」及び「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」が、日々、最
新の状態に更新される。
【００４２】
　図１４には、商品の販売前のチェックに係る処理フローの例を示してある。この処理は
、顧客情報表示処理部２２による制御の下で実行される。
　まず、顧客情報テーブル１１から該当する顧客の「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」を取
得し（ステップＳ３１）、当該取得した「カテゴリ１」～「カテゴリＮ」のうち、販売可
又は条件付きで販売可のカテゴリを特定し（ステップＳ３２）、特定したカテゴリに該当
する商品データを商品テーブル１２から取得する（ステップＳ３３）。これらの処理によ
り取得された各種の情報は、顧客情報画面や販売可能商品表示画面により端末３のユーザ
に提供される。
【００４３】
　図１５には、商品の販売後のチェックに係る処理フローの例を示してある。この処理は
、販売履歴表示処理部２３による制御の下で実行される。
　まず、販売履歴の登録時の処理として、顧客情報テーブル１１から該当する顧客の「カ
テゴリ１」～「カテゴリＮ」を取得し（ステップＳ４１）、当該取得した「カテゴリ１」
～「カテゴリＮ」を販売履歴テーブル１４の「販売時カテゴリ１」～「販売時カテゴリＮ
」に登録する（ステップＳ４２）。
　次に、販売履歴の参照時の処理として、販売履歴テーブル１４の「商品コード」に基づ
いて、商品テーブル１２の「カテゴリ」を取得し（ステップＳ４３）、販売履歴テーブル
１４の「販売時カテゴリ１」～「販売時カテゴリＮ」のうち、ステップＳ４３で取得した
「カテゴリ」に対応するものを販売可否の情報として取得する（ステップＳ４４）。これ
らの処理により取得された各種の情報は、販売履歴画面により端末３のユーザに提供され
る。
【００４４】
　以上のように、本例では、商品販売支援システムをＣＲＭシステムとして構築した。
　そして、扱う商品をリスクの高低で複数のカテゴリに分類し、カテゴリ毎に、横軸を年
齢、縦軸を金融資産額としたマトリクスを作成し、各客層について販売可能な群、販売不
可の群、条件付きで販売可能な群をマッピングして、客層別に商品の販売可否の情報を管
理できるようにした。
　また、顧客情報を表示する際、該当顧客の登録情報（顧客が書類等で登録した情報）だ
けでなく、年齢、金融資産額をもとに、その顧客に販売可能な商品の分類を抽出し、表示
できるようにした。
　また、顧客毎の商品の販売履歴を表示する場合に、顧客名と商品名だけでなく、販売し
た商品がどのカテゴリに属するかを対応付けて表示できるようにした。
　また、管理者権限でアクセスした場合に、管理対象の営業員を特定して、各営業員によ
る販売履歴を販売可否の情報と共に一覧で表示することで、販売不可の群、条件付きで販
売可能な群の商品の販売を行っている営業員のチェックを行えるようにした。
【００４５】
　このため、商品の販売前後のチェックにおいて、商品の販売可否の情報を一目で判断で
き、営業員のコンプライアンスチェックに要する時間を短縮することができる。
　また、数多くの部下（営業員）を抱える上司（管理者）にとっても、部下の販売履歴に
対するコンプライアンスチェックを短時間で行うことができるだけでなく、各営業員がそ
の客層にどのような商品を販売しているか販売傾向を分析できるようになるため、その情
報を営業員にフィードバックして人材教育を行うこともできる。
【００４６】
　なお、管理者権限でアクセスした場合に、営業員毎に、どの客層にどの商品をどのくら
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い販売したかを集計し、表示することで、営業員の成績管理や販売傾向の分析を行えるよ
うにしてもよい。
【００４７】
　ここで、これまでの説明では、年齢及び金融資産額に応じて顧客を分類した各客層を表
す二次元のマトリクス形式の設定画面により、商品の販売可否の設定を受け付ける例を説
明したが、年齢や金融資産額以外の投資に関する顧客の特性（例えば、投資経験、投資目
的、資金の性格）を加味して顧客を分類した各客層を表す三次元以上のマトリクス形式の
設定画面により、商品の販売可否の設定を受け付けるようにしてもよい。
【００４８】
　具体的には、販売可否設定処理部２１により、顧客の年齢を割り当てた軸と顧客の金融
資産額を割り当てた軸に加えて、投資に関する顧客の特性を特徴付ける他の顧客特性を割
り当てた軸を更に有する三次元以上のマトリクス形式の設定画面を端末３に表示させ、マ
トリクスの各マスに対応する客層単位で該カテゴリに含まれる商品の販売可否の設定を受
け付けるようにする。また、その設定内容を保持するマトリクステーブル１３に、「金融
資産区分（ＦＲＯＭ）」、「金融資産区分（ＴＯ）」、「年齢（ＦＲＯＭ）」、「年齢（
ＴＯ）」に加えて、顧客を分類する条件に追加した他の顧客特性の項目を設けておく。ま
た、マトリクステーブル１３の内容を顧客情報テーブル１１に反映させる処理を、年齢及
び金融資産額だけでなく、顧客を分類する条件に追加した他の顧客特性を加味して行うよ
うにする。
　これにより、投資に関する顧客の特性をより細やかに条件付けした上で、商品のカテゴ
リ毎の販売可否を設定することができる。
【００４９】
　なお、三次元以上のマトリクス形式の設定画面は、一例として、タブ切替え可能なマト
リクスを用いることで実現できる。すなわち、例えば、年齢をマトリクスの横軸に割り当
て、金融資産額をマトリクスの縦軸に割り当て、投資経験（判定条件に追加する顧客特性
の例）をタブに割り当てる、といった具合である。
【００５０】
　ここで、本例の管理サーバ１は、各種演算処理を行うＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏ
ｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、ＣＰＵの作業領域となるＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅ
ｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）や基本的な制御プログラムなどを記録したＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎ
ｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）等の主記憶装置、各種のプログラムやデータを記憶するＨＤＤ（Ｈ
ａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）等の補助記憶装置、各種の情報を表示出力するための表
示装置及び操作者により入力操作に用いられるキーボードやマウス等の入力機器とのイン
タフェースである入出力Ｉ／Ｆ、他の装置との間で有線又は無線により通信を行うインタ
フェースである通信Ｉ／Ｆ、といったハードウェア資源を備えたコンピュータにより構成
されている。
【００５１】
　そして、本発明に係るプログラムを補助記憶装置等から読み出してＲＡＭに展開し、こ
れをＣＰＵにより実行させることで、本発明に係る商品販売支援装置の機能を管理サーバ
１のコンピュータ上に実現している。
　本例では、本発明に係る販売可否設定手段の機能を販売可否設定処理部２１により実現
し、本発明に係る顧客情報表示手段の機能を顧客情報表示処理部２２により実現し、本発
明に係る販売履歴表示手段の機能を販売履歴表示処理部２３により実現している。
【００５２】
　なお、本発明に係るプログラムは、例えば、当該プログラムを記憶したＣＤ－ＲＯＭ等
の外部記憶媒体から読み込む形式や、通信網等を介して外部装置から受信する形式などに
より、管理サーバ１のコンピュータに設定される。
　また、本例のようなソフトウェア構成により各機能部を実現する態様に限られず、各機
能部を専用のハードウェアモジュールで実現するようにしてもよい。
【産業上の利用可能性】
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【００５３】
　本発明は、営業員が顧客に商品を販売する業務を支援する種々のシステムや装置、これ
らのプログラム、方法等に利用することができる。
【符号の説明】
【００５４】
　１：管理サーバ（商品販売支援装置）、　２：ネットワーク、　３：端末、
　１０：データベース、　１１：顧客情報テーブル、　１２：商品テーブル、　１３：マ
トリクステーブル、　１４：販売履歴テーブル、
　２０：データ処理部、　２１：販売可否設定処理部、　２２：顧客情報表示処理部、　
２３：販売履歴表示処理部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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